
 

（２）性質別経費 義務的経費、その他の経費が増加 

投資的経費が減少 

○義務的経費  １,９２４億４３百万円（対前年度比 ＋３億６２百万円：＋０.２％） 

人件費の減少 （▲４億１４百万円） 

扶助費の増加 （＋５億４６百万円） 

公債費の増加 （＋２億２９百万円） 

○投資的経費  ６５１億５５百万円（対前年度比 ▲１２億６０百万円：▲１．９％） 

普通建設補助事業費（▲３４億７１百万円） 

普通建設単独事業費（＋３１億９０百万円） 

国直轄事業負担金 （▲ ９億２７百万円） 

○その他の経費  ２,７８４億３百万円（対前年度比 ＋２９５億８７百万円：＋１１.９％） 

補助費等の増加（＋２１４億８２百万円） 

     ・新型コロナウイルス感染症対策の増加（＋１０６億５４百万円） 

     ・税収関連交付金等の増加      （＋ ５０億６３百万円） 

    物件費の増加 （＋２４億６百万円） 

     ・新型コロナウイルス感染症対策の増加（＋ ３０億８３百万円） 

    積立金の増加 （＋６７億３４百万円） 

   （単位:千円）

3／2 3／23

％ ％ ％ ％ ％

192,443,167 35.9 192,081,576 37.9 194,005,469 44.9 100.2 99.2

122,368,692 22.8 122,782,548 24.2 125,594,241 29.1 99.7 97.4

退職手当を除く人件費 109,909,425 20.5 111,411,843 22.0 114,280,087 26.5 98.7 96.2

退 職 手 当 12,459,267 2.3 11,370,705 2.2 11,314,154 2.6 109.6 110.1

10,061,071 1.9 9,515,039 1.9 9,156,273 2.1 105.7 109.9

60,013,404 11.2 59,783,989 11.8 59,254,955 13.7 100.4 101.3

65,154,717 12.1 66,414,783 13.1 48,852,093 11.3 98.1 133.4

64,905,085 12.1 66,108,414 13.0 47,628,129 11.0 98.2 136.3

補 助 事 業 費 39,638,900 7.4 43,110,371 8.5 19,563,923 4.5 91.9 202.6

単 独 事 業 費 21,120,316 3.9 17,930,269 3.5 23,925,167 5.5 117.8 88.3

国 直 轄 事 業 負 担 金 3,565,187 0.7 4,491,888 0.9 3,812,321 0.9 79.4 93.5

受 託 事 業 費 580,682 0.1 575,886 0.1 326,718 0.1 100.8 177.7

249,632 0.0 306,369 0.1 1,223,964 0.3 81.5 20.4

278,403,333 52.0 248,816,702 49.0 188,996,416 43.8 111.9 147.3

22,330,600 4.2 19,924,234 3.9 21,273,866 4.9 112.1 105.0

5,721,841 1.1 6,294,469 1.2 8,402,925 1.9 90.9 68.1

187,313,285 34.9 165,831,587 32.7 97,378,520 22.6 113.0 192.4

17,968,842 3.4 11,235,125 2.2 13,402,079 3.1 159.9 134.1

466 0.0 958 0.0 3,583,228 0.9 48.6 0.0

38,545,651 7.2 38,567,221 7.6 41,235,859 9.5 99.9 93.5

6,522,648 1.2 6,963,108 1.4 3,719,939 0.9 93.7 175.3

536,001,217 100.0 507,313,061 100.0 431,853,978 100.0 105.7 124.1

3 年 度 決 算 見 込 額 2 年 度 決 算 額
対 年 度 比23 年 度 決 算 額

（ 10 年 前 ）

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

区 分

投 資 的 経 費

義 務 的 経 費

人 件 費

公 債 費

投 資 及 び 出 資 金

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

積 立 金

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

合 計

貸 付 金

繰 出 金

 
義務的経費：法令や性質上、支出が義務付けられており裁量的に減額できない経費で、人件費、扶助費、公債費

があります。公債費は、借り入れた県債の返済額です。義務的経費の割合は、財政の弾力性を示し、

その比率が高いほど財政が硬直化していることを意味します。 

投資的経費：道路等の基盤整備、公共施設の建設、災害復旧費等にあてられるもので、支出効果が長期間に及ぶ

ものです。 



性質別経費の状況

人件費

22.8% (24.2)

扶助費1.9% (1.9)

公債費

11.2% (11.8）

補助事業

7.4% (8.5)

単独事業

3.9% (3.5)

その他0.8% (1.1)

補助費等

34.9% (32.7)

貸付金

7.2% (7.6)

その他

9.9% (8.7)

義務的経費

35.9% (37.9)

投資的経費

12.1% (13.1)

その他の経費

52.0% (49.0)

歳出総額

5,360億1百万円
(②5,073億13百万円）

( )内は２年度の数値
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23年度を100としたときの２年度の指数

23年度を100としたときの３年度の指数


